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療養病床等から介護医療院へ転換する場合の手続について

療養病床や介護療養型老人保健施設からの介護医療院への転換に当たっては，介護保
険法や医療法等に基づく手続のほか，移転や増改築等を伴う場合には，関係法令に基づ
く各種手続を踏まえる必要があります。
一般的な手続の流れは，次にようなものになりますので，参考にしてください。
（順番については，個々のケースにより，前後したり，省略される場合があります。）

①

事 前 相 談 振興局・支庁 ◯転換計画を平面図等で相談
介護指導係 （計画の熟度等に応じ相談回数に相違あり）
指導監査係

② （指導監査介護係）

関 係 市 町 ◯医療・介護保険関係の計画との調整
相 談 ◯補助金（介護療養病床）の事前相談等

③ ＜ 移転，増改築等を伴う場合＞

△ 開発許可関係の手続（県建築課等） ＊相当の時間を要する場合
△ 建築確認関係の手続（振興局建設部等） があるので，早めに関係
△ 消防関係の手続（消防署） 機関に相談すること
△ その他関係法令の手続（関係部署）

④

医療保険関係 九州厚生局 ◯診療報酬関係
の手続 鹿児島事務所

個々のケ
ースに応

転換に係る補 県保健医療福祉課 ◯補助金の返還関係 じ，同時
助金等の手続 県高齢者生き生き （既存施設を補助金で整備した場合） 並行的に

推進課 ◯増改築等の補助金関係 対応する
関係市町 （転換に当たって補助金を用いる場合) 必要あり

医療法関係の 振興局・支庁 ◯法人の定款変更
手続 指導監査係 ◯医療療養病床の廃止等

（指導監査介護係）

⑤

介護保険法の 振興局・支庁 ◯申請に係る最終的な相談
手続 介護指導係 ◎開設許可申請書の提出

（指導監査介護係） （原則として事業開始の１ヶ月前まで）
◯介護療養型医療施設等の指定辞退届

・申請内容のヒアリング （１ヶ月以上の予告期間を設けること）
⑥ ・現地調査 ◯併設事業の廃止届

（廃止日の１ヶ月前まで）
振興局・支庁

開 設 許 可 介護指導係
（指導監査介護係）

＊ 改築等の工事は，介護医療院の設備基準に適合してから行うこと。


